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第二章 不実告知 ､ 不告知と民法上の詐欺
費 俊 社会文化科学研究科 (博士課程3年)
消費者保護の問題は日本で も戦後個別的な間蓮 をめ ぐっ て聞達とされ る ことが多か っ たが ,
昭和 50年代以後において は, 特にバ ブル景気 とそ の バ ブルがはじけた時期に顕著であ っ たよう
な不動産取引や新種 の金融商品取引 ､ 変額保険取引などをめぐる各種の消費者被害の事例が し
ばしば問題 とされ , 裁判例 として も数多く現れる ようにな っ た ｡ こ れらの消費者保護事例 臥
民法上の 不法行為､ 債務不履行 を中心 とする民法 上の制度の適用問題 として議論され､ 効果に
っ いても被害者 の 被っ た損害の賠償が問題の 中心をなす 潤 和 50年代以降の これらの消費者被
害に関わる裁判例 をみ る とそ れがよくわか る (本章第1節二 参照)o
他方にお い て ､ 契約の締結過程 に問題があ っ た場合 を処理す るために ､ 民法は錯誤､ 詐欺
･
強迫とい っ た意思表示の 瀬庇に関する規定をも用意 して い る ｡ しか し､ 消費者 には事業者の提
供する商品やサ ー ビス 自体に つ いて あるい は契約内容などにつ い て ｢情報の量および質並びに
交渉力の格差+ が存在 しており , 契約締結過程 で事業者か ら提供される種々 の 表示 ､ 説明 ､ 情
報提供が重要な決定的な役割を果たす ことが多い o このような情報提供義務を怠 っ たこ とが ､
鞘費者契約の トラブルの背景になっ て い る こ とが少なくなu =とを背景として ､ 民法の詐欺が
成立する要件の厳格 さ を緩和 し, 立証の 負担を軽減して消費者救済を容易にす るため､ 平成12
年に不実告知 ･ 不告知を要件 と して消費者が契約を取り消す という私法上の新たなル
- ル(日本
消費者契約法) が設けられた｡
本章で は ､ 主に消費者契約締結過程 にお いて 事業者が消費者に対 して 当意消費者契約 に関す
る ｢重要事項+ につ い て ､ 情報を提供せず (不告知)､ または､ 虚偽の情報を提供する
■(不実告
知) 場合に ､ 平成12年の この新法律によっ て消費者の取消権の範囲がどの範囲まで拡大したか
を概説 し(第1節 - )､ 次い で こ の新法が制定される まで 日本の 判例上この ような事業者の不実告
知 ､ 不告知 の場合に消費者が どの よう に保護されて きたのかを個々 の判例 を引用 して 明らか に
す る( 第1節 ニ)｡ そして新消費者契約法にお いて誤認類型 として消費者 に取消権が認められる不
実告知 ､ 不告知の場合に従来の判例法で認められて い た債務不履行責任や不法行為責任が どの
よう に問われるの かにつ いて触れ (第1節三)､ 最後に ､ 不実告知, 不告知が中国で これまで どの
ように扱われて きたか ､ 特に近時 の立法草案や 司法解釈でそ れが どのように扱われて きたか を
説明する (第2節)｡
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第 一 節 不実告知 . 不告知の法の 構成
一 不 実告知と不告知の 構成要件
1 不実告知
｢日本消費者契約法+ 第4条1項には ､ 消費者は, 事業者が消費者契約の 締結につ い て勧誘
をす るに際し , 当該消費者に対して重要事項に つ いて事実 と異なる こ とを告げ､ 当該告げられ
た内容が事実で あるこ とを誤認 し､ そ れによっ て 当該消費者が申込みまたはそ の 承諾の意思表
示をした ときは , これを取り消す こ とがで きる と定められて い る｡ 本規定が適用されるた 糾こ
は､ 以下の 三 つ の 要件がす べ て充足 されなければならない ｡ すなわち､
① 事業者が消費者契約の 締結 につ い て勧誘をする に際し, 当該消費者 に対 して重要事項に
つ い て事実と異なる こ とを告げる こ とが必要である ｡
勧誘とは､ 消費者の 契約締結の意思 の 形成に影響を与える程度の勧め方をい う｡ 特定の 者に
向けた勧誘方法は ｢勧誘+ に含まれるが ､ 不特定多数 の者に向けられて いて ､ 客観的にみて特
定の消費者に働きか け､ 個別の契約締結の意思の形成 に直接に影響を与えて いる とは考 えられ
ない 場合は ｢勧誘+ に含まれない ｡ 例えば, 広告, チ ラシの酉己布, 商品の 陳列 ､ 店頭に備え付
けあるいは顧客の 求め に応じて 手交す る/to ン フ レ ッ ト 説明, 約款の店頭掲示 ･ 交付 ･説明等や ､
事業者が単に消費者か らの商品の 機能などに関する質問に回答するにとどまる場合は ｢勧誘+
に該当 しない1)0
学説は､ 勧誘とは ､ 事業者が消費者に対 して契約締結の 意思表示 をさせよう とする 一 切の働
きかけという｡ 口頭､ 態度 ､ 文書或いは電子手段 ､ また不特定多数者向けの広告, チラシ等で ､
消費者がそれをみて誤認 し､ 契約申込み又 はその 東諾の意思表示をした ときは , ｢勧誘+ に該当
す る と主張 して い る 2)｡ 私 は, この 見解を支持 したい ｡
② 当該消費者が当該告げられた内容が事実で ある との 誤認をする ことが必要で ある ｡
誤認 とは､ 当該消費者が事業者 の事実と異なる表示を事実に合致した表示であると認識する
こ とである ｡ 消費者が事実で ある と確信をもっ て 認識する場合だけで なく､ 確信までに は至ら
ないが ､ 事実で ある こ との蓋然性が高い と認識した場合は含まれる 3)｡
③ 当該消費者が上記第 2の要件の誤認によっ て当該消費者の申込 み又はその承認の意思表
示をした ことが必要で ある｡
1) 経済企画庁国民生活局鞘費者行政第 一 課編 ｢消費者契約法 - 逐条解釈+ 商事法務研究会 (平成12年 1 2月)
6 7貢
2) 池本誠司 ｢不実の告知と断定的判断の 提供+ 法学セ ミナ ー 5 4 9号 2 0貢 (平成12年)
3) 落合誠 一 ｢消費者契約法+ 7 6貢 (平成12年)
27
すなわち ､ 当該消費者の 誤認 と当該消費者の契約締結の 意思表示 との 間に 因果関係が存在す
る こ とで ある ｡
不告知
｢日本消費者契約 軌 第4条2項 : 消費者は ､ 事業者が消費者契約 の 締結 につ い て勧誘をす
る に際し､ 当該消費者 に対 して ある重要事項又は当該重要事項 に関連す る事項 につ いて 当該消
費者の利益 となる旨を告げ､ か つ ､ 当該重要事項に つ い て 当該消費者の 不利益 となる事実 ( 当
該告知によ り当該事実が存在 しない と消費者が通常考 える べ きも の に限る) を故意に告げなか
っ たこ とにより ､ 当該事実が存在 しない との誤認をし , それに よっ て 当該消費者契約の申込み
又はそ の東誇の 意思表示をした ときは､ これを取り消す こ とができ る ｡ ただ し､ 当該事業者が
当 翻肖費者に対 して 当該事実を告げよう と したにもかかわ らず､ 当 酎肖費者が これを拒んだと
きは ､ こ の 限りで ない ｡ そ の 要件 は､
① 事業者が消費者契約 の締結に つ いて勧誘をす るに際し､ 当該消費者に対 してある重要事
項 に関連する事項 に つ い て 当該消 費者の利益 となる旨を告 げる こと(利益の告知)である ｡
② 当該重要事項に つ い て 当酎肖費者 の不利益 となる事実を故意に告げなかっ た こ とで ある o
故意とは, 当該事実が 当酎肖費者の 不利益となるもので ある こと を知 っ ており､ か つ ､ 当該
消費者が当該事実を認識して い なVに とを知っ て いながら, あえて とい う意味で あるo
③ 当該消費者がそ の不利益となる 当該事実が存在 しない との誤認をす る こ とで ある ｡
④ 誤認に よっ て意忠義示がなされたこ とで ある ｡
消費者は､ 事業者 に対して不実告知 ･ 不告知 によ る取消権を行使するためには ､ 当該事実の
存在に つ き立証責任 を負う ｡
断定的判断の提供
消費者契約法4粂1項 2号 は､ そ の他, 事業者が ､ 物品､ 権利 ､ 役務そ の他の当該消費者契
約の 目的となるものに 閲し ､ 将来におけるその価額､ 将来において 当 翻肖費者が受け取る
べ き
金額その他 の将来における変動が不確実な事項 につ き断定的判断を提供した場合に ､ 消費者が
当該提供された断定的判断の内容が確実で ある との誤認をしたときにち , 取消権が生じる と定
めた ｡ 本号は､ 消費者契約法 と同年に制定された ｢金融商品の販売等に関する法律 (平成1 2年5
月 31日接律第101号)+の適用 と競合関係にある こ とが留意され る べ きで ある ｡
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判例の流れ
不法行為責任 と構成 して損害賠償を肯定した事例
(1) 不実告知 により不法行為責任 を肯定した裁判例
① 大阪地裁平成5 ･10･13判時1510号130貢 (証券取引契約)
Ⅹが ､ 証券会社Ylの 営業部次長Y2から ｢大手信託銀行の 買い が入るの で短期間に三千円ま
で値上がりす る+ と勧 められて 購入 した株が暴落して損害を受けた として ､ Yl､ Y2 に対 し､ 民
法709粂又は715条に基づ いて損害賠償を求めた事案で ある ｡ 判決時､ 証券取引におい て はい
わゆる自己責任 の原則があて はまるが､ 証券取引の勧誘 にあた っ て価格の 上下に つ い て断定的
判断を提供したり､ 重要な事項につ い て虚偽の 表示や誤解を生じさせ る表示をする こ とは､ 投
資者の冷静な判断を誤 らせ る危険が大きく ､ 投資者 の 自己責任の原則の基礎 を掃うもので ある
か ら, 不法行為を構成する と判断した｡ ただ､ Ⅹは ､ 経済的な知識経験も相当程度有する もの
で あり ､ 株式取引の経験も有して い たの であるから､ 8割の過央相殺を認定した｡
本件の ような証券業者が顧客を勧誘する行為の違法性が問題 とな っ た裁判例 を概観する と､
取 引経験な どの状況 ､ 勧誘にかかる取引の危険度､ 危険性に関する説明の程度, 断定的情報提
供の有無などを総合的に判断して不法行為の 成否を決定して おり ､ 特に断定的情報の提供を重
視す る傾向がある ｡
なお ､ 証券取引に関する勧誘行為の 違法性が問題になっ た裁判例 として ､ 大阪地判昭59
･11･
29判夕546号 154貢､ 東京地判平3 ･12･ 25判夕793号209頁, 大阪地判平 5
･ 4 ･12判時1580
号143真などがある ｡
② 東京地裁平成6 ･ 6 ･10判時1527号 120京 (ゴル フ会員権購入契約)
Ⅹは, Yl社からゴル フ会員権を購入 したが, Yl社から訪問販売法4粂､ 5条所定のク
ー リ ン
グオフ の存在およびその 行使方法に つ い て記載 された書面の交付を受けてお らず､ 同法 6条の
ク ー リングオフの権利 を行い得なくなる日の 起算点がない として ､ 同法6粂による契約解除を
し , Yl社に対し ､ 売異代金の 返還を求める とともに ､ Yl社の代表取締役である Y2が､ 実際に
は本件ゴルフ場の会員数が 一 万 5000人を相当数超えて い たの に ､ 故意によ り又は会員数を確認
す べ き注意義務を怠っ た過失により, 会員数を約4500名で ある と説明してその 旨誤信させ , 莱
質的にプレ ー する こ とが困難な状態で あ っ た本件ゴル フ会員権を高額な値段で 購入させ ､ 市場
価格との差額相当分の損害を被っ た として ､ Y2 に対 し不法行為に基づく損害賠償を求めた o 判
決 臥 ゴルフ 場施設の優先的利用権の大量販売 , ゴルフ場施設開場遅延など､ 優先的利用権の
行使を著しく侵害する事態が生ずれば, ゴル フ場が債務不履行 の責任 を負う枚うか, 会員権の
募集代理店､ 会員権販売業者なども ､ そ のような事情を知っ て uf=か ､ 知り得 ベ き立場にあっ
29
た もの と認められる と して , 不法行為に該当する と判断した｡
な 乱 会員権販売者の 不法行為責任を認めた裁判例 として ､ 東京地判平 3
･10129判時 1402
号 32貢､ ゴル フ 場の 親会社の 不法行為責任を認めた裁判例 と して 東京地判平成4
･ 4 ･28判時
1420号57頁などがある ｡
(2) 不告知によ り不法行為責任を肯定 した裁判例
③ 大阪地裁平成 6 ･ 7 ･ 8金融法務事情1397号48頁 (変額保険契紛
Ⅹ抹､ 大正 15年生れの女性 であり､ 学校理事長などをして い る ｡ Ⅹは ､ Y 生命保険会社の従
業員A の勧誘に応じて ､ 平成 2年9月 28日 ､ A の設計書に したが っ た､ 変額保険契約の申込み
をす る ことに し ､ 保険料に充当す べ き5224万円を支払 っ た ｡ 同年10月1 日､ 被保険者が診査
を受け､ 保険契約が成立 した ｡ な 乱 Ⅹは , こ の契約をする まで ､ 株式な ど比較的リクス の高
い商品 へ の投資をした こ とはなか っ たo そ の後運用実績が思わ しくなか っ た こ とか ら､ Ⅹは約
2年半後に本件変額保険契約を解約した｡ しかし､ 当初の 払込保険料を大幅に下回る解約払戻
金 (3751万 4182円) しか返還されなか っ た こ とか ら､ Y に対して ､ 主位的に疲告による元本
保証などの不履行を, 予備的 に被告外務員 による違法な募集に関す る被告の 責任をそれぞれ理
由と して ､ 損害賠償の支払 を求めて 本件訴訟を提起した . そ の理 由は､ ア ､ Y の外務員は､ 本
件契約を勧誘する に際し, 高収益性
･有利性の みを強調 し､ 他方そ の特殊性や危険性につ い て ま
っ たく説明しなか っ た ｡ イ ､ Y の外務員は募集にあたり ､ 変額保険の特殊性や危険性につ いて
まっ たく説明をせず､ その高収益性を強調 しそ の旨の文書を交付す るな どしてなされ ､ そ の 結
果 Ⅹを信用さ せて締結に至 っ たもの で あり ､ 保険募集の 取締に関する法律の 規定に違反する も
の であるなどで ある ｡ 判決は, ｢保険会社は法制度上特別の 地位 を与えられ , 保険に関す る知識
･
経験 も豊富で あり､ 契約者も自己 に相応 しい保険ほ何かなどに つ い て保険会社ない し生命保険
募集人の知識 ･経験を信頼して そ の助言を参考 にす る のが通常で あるか ら､ 変額保険に関す
る右
特質及び状況に鑑み る と､ 保険会社はそ の勧誘にあた っ て は､ 信義則上 ､ 契約者が契約の結果 ､
不測の損央を被る こ とがない よう十分に配慮す べ き義務がある と いう
べ きで ある ｡ 具体的には
契約者の 方か ら加入 を積極的に求めて きた場合や契約者に あらかじめ十分の 知識がある
こ とが
明らかな場合 朋 化 して ､ 保険会社の側から積極的に勧誘する場合にほ､ 契約者には従来
の保
険に関する程度の 認識しか ない ことを念頭 に , 従来の 保険との本質的ない し重要な相違点を十
分に説明すべ き義務がある+ とし､ とりわ け､ 従来の 保険との相違点 として ､
｢場合によ っ て は
元本割れする場合もありう る こ とが理解で きる程度の説明を しなければな らな い+ とし ､
A の
元本割れの危険性に つ いて の説明は不十分で あっ た として ､ A の不法行為を認 めた｡
なお ､ 変額保険勧誘に あた っ て の保険会社の説明義務違反がある として , 保険会社の 不法行
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為責任 を認めた裁判例 として ､ そ の 他東京地判平5
･ 6 ･30金法1377号 32貢 , 東京地半岬 6 ･
5 ･ 30判時1493号49頁 ､ 東京高判平 8 ･ 1 ･30金融
･ 商事判例995号21貢などがある ｡
④ 大阪地裁昭和59･ 6 ･22判時1140号95貢 (先物取引契約)
本件は､ 私設の商品取引市場 における金の予約取引 (実質は先物取引) の委託 をめぐり､ 業
者の勧誘 ･追加保証金の とり方の不当性が問題とな っ た事件で ある o本件 に 創ナる業者の 勧誘の
仕方は ､ 商品取引につ い て知識 ･ 経験 を全く欠く高校教員に対 し ､ 金の 先物取引に関して取引
の 手続内容の重要事項 を説明せず, ｢絶対 に損をさせない+ との利益 を生じる こ とが確実である
と誤解させる ような判断を示して取引に引き込み ､ 損害が生 じるや顧客の勤務先に迷惑をか け
るかもしれない こ とをほの めか して追加保証金を出させ たとい うもの で ある ｡ 本判決ほ ､ 業者
の不当な勧誘行為に つ いて , 不法行為と して顧客の損害賠償請求を認めた｡
⑤ 秋田地判昭和61･ 9 ･24判時1216号 119頁 (先物取引契約)
郵便局長を して いたⅩは ､ 先物取引､ 株式など投機性の ある取 引の 経験がなかっ た､ Y の登
記外務員A ､ B らから ｢株式などにより短期間で儲ける ｡ 今が買い 得で ､ 莫大な儲けが出る+
な どと､ 数回にわたり執掛こ電話 ､ 訪問な どで ､ 輸入大豆の先物取 引を勧誘され, 半信半疑の
Ⅹも右勧誘を信じるに至り､ 先物取引は2 カ月程度とし､ 建玉が100円債上がり したら決済す
る などの 了解の下に､ まずy に輸入大豆 30枚の 異建玉 を委託したo その後､ A らほⅩに対し ､
取引によ る利益を証拠金の増積み と して新たな取引をする ように執掛こ勧めて委託証拠金に振
り替えさせ ､ また ､ 損害を防ぐため と称して両建する こ とを強くすすめ､ 40枚､ 50枚と取引
を
拡大 させ て損害を益々 増大させ ､ 更に､ Ⅹか ら全建玉の 手仕舞いの通知 を受けるや ,
｢今､ 手仕
舞いする と損金がで る+ な ど告げて取引の継続 を軌跡こすすめるなど､ Ⅹの 手仕舞い の 意向を
無視して取引を継続 させたo そ こで ､ ⅩはA らの 右行為ほ不法行為になる と主菜 して ､
Yに対
し ､ 民法 715条により､ 現実の支出金か ら清算返還金 を差 し引い た331万7511円の 損害の賠償
を求め た｡ 判決は ､ 一 般的に ､ 商品先物取引ほそ の 評価が全注文の 3割程度にすぎない 危険な
取引で あるから､ 証拠金は余裕資金を使用 し , 資金の 投入は証拠金と して使用する予定額の多
くとも三分の - く らいか ら始める べ きである といわれて おり､ 商品取引所法､ 商品取引所の内
部規則な どで は ､ 特に知識､ 経験の ない 顧客の不測の損害を防止し ､ そ の 保護を図るため種
々
の 規制が設けられて い る とこ ろ ､ Aらの判示行為は､ ア ､ 顧客に対し確実に利益を生ずる と誤
解させ るような断定的判断を提供 してなす勧誘の禁止 (商取法 94粂1号 ､ 96粂など)､ イ ､ 公
金出納取扱者に対する勧誘の禁止､ 委託者の 手仕舞い指示にか らんで 同
一 商品の 他の限月等に
新たに建玉するように強要 し､ また利益を証拠金の増穂み として新取引をするよう執鋤にすす
め､ あるい は損失を確実に取り戻すこ とを強調 して執勘に取引をすすめる ことの禁止､ 同
一 商
品 , 同 一 限月につ いて売またほ貴の新規建玉をした後に対応する売異玉を手仕舞い せずに両建
する ようにすすめる こ との 禁止 に違反し ､ ウ､ 新規受託者か らの受託 は原則として建玉枚数
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枚を超えず､ そ れを超 える建玉 の要請があれ ば, 売買枚数の管理基準 に従 っ て審査 し､ 適正な
数量の 取引を行わせる などの事項 にも違反 して い る と認定したう え､ A らの これら行為は, 社
会通念上商品先物取引に 創ナる外務員の行為 として許容しうる範囲を超え不法行為 を構成する
と判示 した｡
これに対 して ､ 長崎地判昭 61･ 3 ･17判時1202号119真で は, 商取法前記条項には罰則規定
がなく ､ 前記 ｢指示事項+ お よび ｢管理協定+ は業者の内部的取決めで あっ て ､ いずれもそ の
違反が直ち に違法となる ぺ き性質の規範で はない けれ ども ､ これら規御は取引勧誘における適
正な行為規範として の 指針を示すもので あるから, これら規制の僻怠が著しく､ 登録外務員の
行為が社会通念上商品先物取引における外務員の 行為 として許容 し得 る範囲を超えた場合に は
不法行為を構成する も の と解すベ きで ある と判示 した ｡
そのほか ､ 先物取引の 知識 ･ 経験の ない顧客に対す る取 引委託契約 の勧誘行為につ き不法行為
の 成立が認容 された事例 と して ､ 静岡地裁昭和61･ 1
･27判時1187号 103貢､ 札幌地判昭和 59･
5 ･ 24判時 1137号 135貢, 福岡地判昭和 58･ 4 ･26判時1088号 137貢 ､ 神戸地判昭 58
･ 5 ･13
判夕503号117貢､ 名古屋地裁平成元 ･ 8 ･15判時1345号106貢な どが ある ｡
類例 と して ､ 商品取引の 経験の ない主婦 に対する先物取引の勧誘の実態が不公正な方法によ
り行なわれたケ ー ス につ き､ その 取引委託契約が公序良俗に 反し ､ 無効 と認めた事例 (⑩最
-
判昭61･ 5 ･29判時1196号 102貢) と､ 銀行は ､ ロ
ー ンの ｢仕組 ､ 市場金利 ､ 相場性 ､ 為替相
場の変動 による危険性 ､ そ の対処策 と して 先物予約 を併用す る方法の ある ことなど十分説明 し
て その 理解を得る ベ き信義則上 の 義務を負担する というベ きで ある+ として , 銀行の説明義務
違反により､ 債務不履行責任を認めた事例 (大阪地判昭62
･ 1 ･29金融 ･ 商事判例 76号19頁)
もある ｡
⑥ 最高裁昭和55･ 6 ･ 5判 時978号 43頁 (宅地建物取引契約)
Ⅹは､ 昭和47年 3月 6日 , 売主の委託 を受 けた宅地建物取引業者Y の仲介 により ､ 山林 二輩
を宅地造成の うえ分譲する目的で異受け , 直ちに造成工事を行い ､ 分譲登記を経て分譲を開始
した｡ とこ ろが､ 一 部の分譲が完了 したの ちで ある昭和48年12月 こ ろ ､
一 筆の 山林の約半分
が森林法25条によっ て保安林に指定されて い る こ とが判明 し､ 県当局からも同法34粂違反を
指示通告されたこ とから, Ⅹ 乱 造成した宅地 を取り壊し植林をす るなどの原状回復工事を行
うとともに , 譲受人に対して も売累代金の返遭を余儀なくされ るなどの損害を被 っ た ｡ Ⅹは､
右の ような事実関係のも とで ､ Yは ､ 宅地建物取引業者として , 相手方で あるⅩ に不測 の損害
を生じさせない ように取引物件に対する権利制限の有無 を調査す べ き取弓は の注意義務が あり,
保安林指定の有無の ごときは県市などの 機関に照会すれば容易に判明する こ とで あるの に ､ こ
れを怠り､ 適法な物件説明をしなか っ た過失がある , と主張 し､ Y に対 して 不法行為を理由と
する損害の賠償を求めた｡ 判決 臥 宅地建物取引業者には森林法 による保安林指定の有無 につ
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い て所轄機関に照会 して 調査をすべ き注意義務がある もの と解 し､ 右義務を怠っ た こ とを理由
とする不法行為責任を認めた o
⑦ 大阪高裁昭和 58･ 7 ･19判時1099号59頁 (土地売買契 紛
宅建業者で ある Ylが土地 の 売却を宅建業者Y2 に委託する と とも に､ 自らも買主Ⅹ との契約
交渉に関与した｡ Ⅹは ､ 取引完了後は本件土地に直ちに建物を建築する予定で あり ､ 売買契約
時にそ の こ とをYl, Y2 に明示 したo Yl, Y2はこれ に対 し､ 本件土地に家を建て るには市から
開発許可を取得す る必要が ある旨の み説明 したので ､ 買主Ⅹ は､ 本件土地に家を建て るに は開
発許可の 取得で足りる との認識の もとに売員契約 をなしたが ､ 実際に 駄 本件土地を建て る
に
は開発許可だけでは不十分で あっ て ､ 開発許可に従っ た工事を完了させ ､ そ の工事 の完了検査
証を取得する こ とが必要で あっ たo こ の 建築規制に よりⅩが直ちに建物をそ の土地に建設す
る
こ とが不可能にな っ たo 判決は, 売主Yl のように宅建業者が売主となっ て い る場合には, 本件
建築規制の説明義務は､ 本件土地売買に附随す る売主の 当然の義務であり､ そ の 説明義務を尽
くさず､ また開発工事に着手する協力義務に違反した として契約解除を認めた｡ 仲介人Y2 に
つ
い て は､ 本件建築規制の 説明義務を尽く さなかっ たこ とは､ 宅建業法35条1項に違反する も
の
で あり, Ⅹは ､ ｢開発許可後の 開発工事の完了とそ の検査証の取得が必要で ある との本件建築規
制を知っ て い たならば､ 本件土地を買受ける ことをしなか っ たもの と認め られるか ら､ Y2が本
件建築規制の説明義務を尽く さなかっ た不作為とこれに よりⅩが被っ た捜害との 間に因果関係
が存在す る+ として , Ⅹが被っ た手附金相当額の 損害を賠償す べ き不法行為責任を認めた｡
類例と して , 貿主 と宅建業者との間に仲介委託契約関係が存した場合に ､ 宅建業者
の 説明告
知義務違背が債務不履行を構成する とした裁判例(東京高判昭53
･12･11判時921号 94頁など)
と､ そ の ような契約関係の存否を確定する こ となく債務不履行責任を認めた裁判例 (東京地
八
王子支判昭54･ 7 ･26判時947号74頁な ど) も存在す る o
債務不履行責任を理由 として契約解除
･ 損害賠償を認めた事例
⑧ 東京高判昭和52･ 3 ･31判時858号69貢 (住宅地売員契約)
建売住宅の建築を業とす る Ⅹ社は , 建売用住宅地 を探して い たと こ ろ ､ 宅建業看
で ある Yl
有限会社が取扱う物件として店頭に表示したと思われ る ｢宅地+ につ いて ､ Yl社代表取締役
Y2
と売買の交渉に入り､ Y2から本件土地は三筆共に所有者はその場の立会人であり
､ 登記簿をみ
るなどして翌週に売冥を持ち越すとすで に土地 に客がつ いて い るので売っ てしまう旨聞かされ､
土曜日に売主をYl社として売買契約を締結し, 手付金150 万円を交付したが ､ 宅建業
法の規定
する取引主任者による重要事項の説明は
一 切なく､ 物件説明書を後日交付する と述べ て Ⅹ社を
信用させながらそ の提出はなされず､ Ⅹ社側がその後念の ため調査する と,
一 筆は市所有地で
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模抵当権が設定されか つ処分禁止 の仮処分がなされ､ 契約上の 履行期にYl社が第三者か ら所有
権を取得して 買主 に移転す る こ とが不可能で ある こ とが判明 した事案で ､ 判決は ､ 契約 ｢後 に
判明した事実がもし契約前に判明 して い れば本件土地 を買受 ける こ とはしなか っ たであろう こ
とが認められる+ し, 重要事項 に関する ｢当初の説明が極めて 不十分不正確で ある こ とが契約
締結後に判明 し､ しかもそ の成否を決する につ いて の 重要性をも っ て いる+ と して ､ Yl社の附
随義務違反 を理 由とする 売貴契約の 解除を認めた｡
⑨ 東京高判昭和 53･12･11判時921号 94頁 (住宅地売買契約)
Ⅹは気管支炎を患 っ た こ ともあり ､ 周囲に緑が多く空気の きれ いな土地に移る こ とを望み ､
昭和50年8月不動産仲介業者で あるY2 に対 し土地建物の 買受けに つ き仲介を委託す るに際 し,
仲介物件は緑に包まれた閑静な場所で ある こ とを条件の 一 つ とし ､ Y2もこれ を了承したo 同月
末Y2の 仲介によりⅩ はYl所有の 本件土地建物を買受けるに至 っ たが , Y2がⅩ に交付 した物件
紹介書に ｢線に包まれた閑静住宅地+ との記載があり､ Y2の 従業員は ｢本件土地建物の環境は
よく , 周辺 の緑は当分なくな らな いだろう+ と告げた｡ 当時はそ の周辺 は人家少なく東南側 に
隣接する土地 には広い 山林及び農地が続き ､ 西側に隣接す る土地 は原野 の 空地 となっ て いたの
で ､ Ⅹは周辺 には当分宅地造成などの 開発は行なわれない と信じた｡ と ころがとれより先の 昭
和 47年中に訴外土地会社が本件土地 に隣接する土地を開発 して分譲宅地 として売出す ことを
計画 し､ 市長 に対し都市計画法 32粂による土地開発願書を提出しており､ 市民の 間で自然を破
壊する宅地開発として 問題 となり､ 自然を残す宅地開発を行うよう要求する住民運動が起き､
新聞, テ レビなどで も報道されて いたので あっ た｡ そ して ､ 昭和 50年12月市長より偶 発に つ
き同意が あり､ 訴外会社は 51年4月雑木伐採宅地造成､ 建物建築などの 工事 を開始して ､ 環境
は 一 変し､ 日照被害さえ発生する に至 っ て いる とい う o 判決は ､ Y2の 過失, すなわち , 本件開
発計画があり , これが実行されれば, 本件土地 の周辺が緑に包まれた閑静な土地ではなくなる
おそれの ある ことを知る べ かり しで あるに もかかわらず､ それ を知らなか っ た ことによる債務
不履行 として Ⅹ に20万 円の慰謝料の支払を命じた｡
⑩ 東京高判平成 2 ･ 1 ･25金判 845号19貢 (土地売異契約)
宅建業者で ある売主Y と買主 Ⅹ間にお い て ､ 他の仲介業者A を通 じて売りに出されて い る こ
とをⅩか知 るに至 っ た河川沿い の Y所有地に つ き , Ⅹの分譲マ ンシ ョ ン建設目的のために売翼
契約が結ばれた. その 際､ Y 側の仲介業者Bか らⅩ は本件土地 に関す る制限 と して ト 級河川
改修計画有り(拡幅)+ との み 手書きされた重要事項説明書を受額 して い たが ､ 補足資料は添付
されてお らず､ Ⅹは遊歩道 の開設に伴う拡幅の ことで あり､ マ ン シ ョ ン建築には差し支えがな
い と思い 揺とんど気に留めなか っ た ｡ 実際には ､ 河川拡幅の計画 があり､ 本件土地の三分の
一
が河川拡幅計画部分に入り ､ そ こには建物を建築させな い行政指導がなされて おり､ Ⅹは予定
したマ ンシ ョ ンの建築が確認 を受 けられず､ 契約目的 を達し難い もので あっ たo 判決は ､ Ⅹか
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ら土地買取の 目的が三 階建て 分譲マ ンシ ョ ンの 建築で ある ことを聞い ており ､ また､ 本件土地
に つ き河川拡幅計画がある こ とも知り､ 都建設局に ある拡幅予定繰入りの 図面を入手して本件
土地の 約三分の 一 が拡幅計画部分 に入る こ とや , 拡幅計画部分に建物建築を認めない行政指導
が行われてVlる こ とを知 っ て いたYは, ｢売主と して ､ 本件建築規制に つ いて提供の容易な情報
と資料を保有し､ それが貴主に とっ て重要なものである こ とを認識し得る職業的立場にあっ た
こ とを考 える と､ 本件において は､ 右の 保有情報を正確か つ十分に買主に伝達す る こ とが円滑
な取引のための第
一 歩で あり､ 業者が買主で あるがゆえに前記の程度の情報提供で足りる とか ､
そ れ以上 を要求する こ とが取引上無理である とほ認められない+ と して ､ 売主Yの 信義則上の
説明義務違反に基づく 売買契約解除を認め ､ 手付金相 当の賠償をY に命じた｡ そ して ､ この 売
主Yの 説明義務は , 宅建業法 ｢31条､ 35粂の規定を引くまでもなく､ 売買契約における信義則
か ら導かれる広義の契約上 の付随義務の 一 種で ある+ と判示 した ､ 原審判決ほ, 錯掛こよる売
買契約の無効を理由とする手付金返遼請求を認容 して い たが ､ そ れではY例の 仲介人Bな どの
代理権 の 問題があるためか､ 本判決は､｢Yの 責めに帰し得ない 事由による と認められない以上 ､
y は､ - ･ ･ ･売主 として要求される説明義務を十分尽くさなか っ た責任を免れない+と判示 したo
⑪ 東京地判平成9 ･ 1 ･ 28判時1619号 93貢 (土地
･建物売異契約)
娘と同居するため 一 戸建を求めたⅩは ､ 本件土地 億 物の所有者Yl から委任 を受けた仲介業
者Y2の担 当者に対し､ 建て 替えは大丈夫か尋ねたと ころ ､ ｢Ⅹだけで 自由に建て替えができる+
と説明したので , 売主 Yl から本件土地 ･ 建物を異いうける売異契約を締結し, Yl に手付金を,
y2 に仲介手続料を支払 っ た ｡ と ころが ､ 本件建物は､ そ の敷地で ある本件土地 とこれに隣接す
る土地を 一 つ の 敷地と して棟割り式の 連棟の 一 個 の建物として 建築されて いる建物の
一 区画で
ぁっ たため､ 中野区の宅地細分化防止に関する指導要綱によれば､ 本件建物 を取り壊して独立
した 一 個の建物と して建て 替える こ とは実際上不可能であっ た｡ 判決札 Yl自身が不動産売買
につ いて 素人で あっ ても ､ Ylの 委託したY2 は Ylの履行補助者で あるか ら､ Y2の不履行の責め
はYlも負うところ , 本件指導要綱 の存在を熟知 して い る Ylおよびy2はⅩ に対 し ｢右指導要綱
の存在を全く説明せず､ なおかつ , 本件建物の建て替えに際し ､ 隣家の 同意が容易に得られる
から建て替えは自由にで きる 旨説明 して いたもの で あるから+｢売買契約における信義則から導
か れる契約上の付随義務の 一 種+ で ある説明義務の違反があり､ Yl の契約上の 義務不履行を理
由と して契約の解除をする ことができる と判示して ､ ⅩのYl に対する手付金返遼請求お よび説
明義務違反による損害賠償として 約定違約金の支払請求､ Y2 に対する仲介手続料相当額の 損害
賠償請求を認めた｡
⑫ 東京地八 王子支判昭和54･ 7 ･26判時947号74頁 (土地売異契約)
音楽教師Ⅹは , 宅建業者 Y2 の仲介に より､ す ぐに買受価格より高くなる土地だ と聞か され転
売目的で , も と畑で急傾斜地で ある本件土地を所有者Ylから代金1404万 円で 翼受けたが, 本
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件土地には宅地造成に つ き規制法 の適用ない し制限が あり, 莫大な造成費用をかけなければ建
物を建てられない こ とがわか り ､ 別の宅建業者 に代金 735万円で売却した｡ 判決は ､ 売主 Yl
の 根庇担保責任を否定 したが ､ 伸介した宅建業者Y2 につ いて は､ Ⅹが ､ 土地 に ｢宅造法の適用
ない し制限が ある こ とを知っ ておれば, 同土地は買受 けなか っ たもの で ある こ と+ を認める こ
とがで き､ 宅建業法 35条1項2号に基づき､ 買主に対 し土地 に宅造法の適用な いし制限がある
こ とを説明すべ き義務がある の に何ら説明せず､ 債務不履行に基づく損害賠償責任がある と判
示し､ 買主の実際の 転売価格は､ 石油シ ョ ック による地価の暴落時 に売り急 ぐ必要もない の に
安値で売り急 い だ もの で ある と して ､ 買主 Ⅹの異受代金 と実際の転売代金 との差額669万 円の
約三分の 一 の 200万 円の 賠償を認めた ｡
⑬ 東京高判平 11･ 9 ･ 8判夕1046号 175頁 (不動産売翼契約)
マ ンシ ョ ン の購入を勧誘 した不動産業者が ､ 買主に対 して対象物件に関する 日照 ･ 通風などに
関す る正確な情報 を提供す べ き信義則 上の義務を怠っ たこ とによ る債務不履行の損害賠償をな
す ベ きで ある とされた事例 ｡
⑪ 大阪地判昭 62･ 1 ･ 29金融 ･ 商事判例 76号19頁 (先物取引契約)
Ⅹ会社の 代表者A はY銀行 B支店に 3000 万円の 融資を求めて交渉して いた と ころ ､ B支店融
資課長からドル建に よるイ ンパ ク ト ロ ー ンの利用 を勧 め ら れ 十数分程度説明を聞いたもの の
そ の仕組を理解で きない まま､ Y に対する信頼から これに応じ､ 17 万ドル (3809万 円余) を借
入れた｡ と ころが ､ そ の後円相場が急落したため､ 結局 Ⅹは六ケ 月間の借入れで ､ 利息､ 手数
料に為替差損を含め合計4696万 円余 を支払う こと となっ た ｡ Ⅹは , このような為替相場の変動
による危険を防止する ため に はイン/1
o
ク ト ･ ロ ー ンと先物為替予約との 併用が不可欠で あり､
y には貸付に あたっ て Ⅹ の ために返済時の先物予約をなすベ き信義則上の 義務があり, 然らず
として もイ ンパ ク ト ･ ロ ー ン の 仕組や危険性に つ い て説明し ､ 先物予約の併用が適当で ある旨
告知すべ き義務があっ たとして , Y の右義務違背 (債務不履行) を理由に損害の賠償を求めた
のが本件で ある ｡ 判決は ､ 銀行は, ロ ー ンの ｢仕組 , 市場金利､ 相場性､ 為替相場の変動 によ
る危険性 ､ その 対処策と して 先物予約を併用する方法の ある こ とな ど十分説明 して その理解を
得る ベ き信義則上の義務を負担する という ベ きで ある+ と して , 銀行 の説明義務違反により ､
債務不履行責任 を認めた ｡
⑮ 大阪地裁平成7 ･ 6 ･ 13判夕890号172頁 (投資信託契約)
株式投資信託 の 受益証券購入の勧誘につ き説明義務違反の違法がある として損害賠償請求の
一 部が認容された ｡
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契約締結上 の 過失責任 に基づく損害賠償責任 を認めた事例
⑯ 東京地判昭和 34･ 6 ･22下民集10巻6号318頁 (不動産売翼契約)
昭和 31年3月 24日ⅩY間で ､ 借地上の Y所有の 建物 につ き代金250万 円が支払われた｡ と
ころが､ 借地権の譲渡に つ い て地主の承認が得られなか っ たために4月 25日の Ⅹか らの登記申
請の 申し入れに対 し, Yは履行不能に陥っ た ｡ 売買契約は同年11 月 26日に解除された ｡ なお､
この 建物は､ Y が昭和 31年3月15日公売処分において代金55万円で 競落取得 したもの で ､ そ
の 後､ 地主につ いて敷地 の賃借権を認めるか どうか を確か めもせず直ちに不動産業者たる訴外
A に 300万 円で売り に出し, 24日に Ⅹとの間で本件売買契約 を締結したもの である ｡ 判決は､
締結の 際､ 地主の承認は金銭で得 られるもの と速断 し､ ためらうY を促して売買契約の締結 を
急い だⅩに も不注意があるが､ Y には契約締結 につ き ｢頗る不信義､ 不注意があっ た+ として ､
契約締結上の 過失 に基づく損害賠償を認め ､ 合意されて い た損害賠償額の 予定 (手付けの 倍額)
につ き ､ 過失相殺に関す る民法418粂を準用 したうえで 80万 円の支払を命じた｡
⑰ 福岡高判昭和47･ 1 ･17判時671号 49頁 (不動産売買契約)
y所有の 農地 につ いて 買主Ⅹ とYの 間で売買契約が成立 し､ 手付金20 万円が支払われた ｡ し
か し､ 契約締結後の農業委員会の 調べ によっ て本件土地が ‡の居住地より50キロメ ー トル離れ
て い たために ､ 知事の許可が得られる見込みのな い こ とが判明して本件売冥契約は合意解約さ
れた ｡ 売買契約締結当時 ､ Yは遅刈りの方針で簡単を植栽して いたが､ Ⅹは稲作に支障が出な
い ように との Ⅹの 申し入れに応じて早刈りの処置をとり､ ために少なく とも20 万円の減収とい
う損害を生じた｡ Ⅹか らの 手付金返還請求に対 して , Yは ､ 知事の許可が得られない こ とは売
異契約締結当時に調査すれば容易に判明する こ とで あっ たの にⅩがその調査をしないで契約の
締結を急い だの は ｢契約締結上の 過失+ に当たるとして ､ 蘭草の 早刈によ る減収分の損害賠償
請求権をもっ てす る相殺の抗弁をな した｡ 第 一 審は ､ Y の抗弁を容れなかっ たが ､ 福岡高裁は
Ⅹ ､ y ともに同等の契約締結上の 過失があっ た として ､ 5割の過失相殺をしたうえで Yの 相殺
の抗弁を容れたo すなわち , ｢当事者の 一 方 に契約締結上相手方の意思決定に影響を及ぼす事項
に関する調査報告などに つ い て ､ 契約準備 に入っ た当事者間に生ずる信義誠実の 原則に基づく
義務違反がある ときは ､ やはり契約締結上の過央と して+､ これによっ て相手方が被っ た損害の
賠償義務が生ずる もの という ベ きである と したo
錯誤無効､ 公序良俗違反による無効が認められた事例
⑱ 東京高裁平成6 ･ 7 ･18判時1587号19頁 (土地売異契約)
Ⅹは､ 平成2年3月 3日, YlおよびY2から本件土地 ､ 建物を代金8300万円で 購入する売買
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契約を締結 し､ 同年8月 2日まで に代金を支払 っ た｡ 駐車利用金分担金 7万 円余も支払 っ た｡
と ころ で ､ 本件土地は ､ 第 一 種住居専用地域 にあり ､ 建蔽率50 %､ 容積率80 % とい う建築制限
があ,%d)に, 本件売買契約の仲介に当たっ た宅地建物取引業看で ある Y3は､ 本件土地が住居地
域にあり ､ 建蔽率 60 %､ 容積率200 % である との誤 っ た新聞折り込み広告を頒布し , 本件売買
契約締結の場で も ､ Y3の 従業員が ､ 右折り込み広告 と同様な内容の重要事項説明書に基づ いて
説明を した ｡ 同席 して いた Ylらの代理人も､ 建蔽率等が前記 した事情に ある ことを知っ て い た
が , 誤解して い る Ⅹ に事実を告げなか っ た ｡ Ⅹ は ､ 本件土地建物を長男の 接骨院兼住宅 と して
利用 し､ 近い 将来 ､ 長男家族と同居する ため ､ 本件建物を改築して 三階建の建物を建築する こ
とを希望 しており ､ 右の ように制限が ある の で あれば､ 購入を しなか っ たところで あっ た ｡ そ
こで ､ Ⅹは､ Ylおよび Y2 に対 して は①詐欺取消し , ②錯誤無効､ ③隠れた澱疲がある ことに
よる解除ない し損害賠償を請求し､ また､ Y3 に対して は不法行為によ る損害賠償を請求した ｡
本判決は ､ 第 一 種住居専用地域の 土地建物を , 建蔽率 , 容積率の異なる住居地域のもの との説
明を信じて 購入 した場合に錯誤無効を認め , Yl､ Y2 の損害賠償責任 をも認めた. 宅地建物取引
業者Y3 につ い て は不法行為に基づく損害賠償責任 を認めた｡
⑩ 最 - 判昭61･ 5 ･29判時1196号 102貢 (先物取 引契約)
商品取 引の 経験の ない主婦に対する先物取 引の勧誘の 実態が不公正 な方法に より行なわれたケ
ー ス に つ き , そ の取 引委託契約が公序良俗に反 し , 無効と認めた事例 ｡
⑳ 東京地裁平成6 ･ 5 ･30判時1493号 49頁 (変額保険契約)
本件は､ 錯誤無効と不法行為の 二 本だて で あるが､ 保険契約者の 請求を認容 した裁判例とし
て初めて のもの である ｡
ま とめ
図で まとめて みる と､ 以下 の通りで ある ｡
図Ⅰ 不法行為責任 として親書賠償を藩めた判例
判 例 契約類型 理 由
不
莱
』ヒ
【コ
知
に
■ よ
り
①1大阪地裁平 5･.
1 0･ 1 3･判 時 証券取引契約 重要な事項につ い て虚偽の告知や誤解を生
1510号 1 3 0貢 じさせ る表示 ･ 勧誘行為の 連接性が ある と し
2大阪地判昭 59･ 1 1･2 9判夕
5 46号 154貢
3東京地判平 3･ 1 2･ 2 5 判夕
7 9 3号 2 0 9頁
4大阪地判平 5 ･ 4 ･ 12 判時
15 8 0号 1 43頁など
て ､ 証券業者の不法行為責任を肯定した｡
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判 例 契約類型 理 由
不
莱
②1東京地判平 6･ 6 ･ 1 0 判時 ゴル フ会員権購入契約 会員数の不実告知によ り, 会員の優先利用
1 5 2 7号 120 貢 権を侵害 したと して , 会員権販売者の 不法行
月ニ
ロ
知
に
よ
り
2東京地判平 3･ 1 0･ 2 9判時
1 4 0 2号 3 2貢
3東京地判平 4･ 4 ･ 28 判時
14 2 0号 5 7貢など
為責任を認めたD
不
月ニ
ロ
知
に
よ
り
③1大阪地判平6･ 7 ･8 金融法務 変額保険契約 ｢保険会社はそ の勧誘にあた っ て は ､ 信義
事情 1 3 97号 4 8頁 則上 , 契約者が契約の 結果, 不測 の損失を被
2束京地判平 5 1 6 ･ 3 0 金法 る ことがない よう十分に配慮す べ き義務があ
1 3 77号 3 2頁 ると いう べ きであるJB 変額保険の特殊性や危
3東京地判平 6 ･ 5 ･ 3 0 判時 陰性につ い て十分な説明をしなか っ たため ､
1 4 9 3号 4 9頁 保険会社の 説吻義務違反 がある として ､ 保険
4東京高判平 8･ 1･ 30金融 ･ 商
事判例 9 9 5号 2 1貢など
会社の不法行為責任を認めた ｡
④大■阪地裁昭 59･ 6 ･ 2 2 判時 先物取引契約 先物取引の 知識 ･ 経験 の な い 顧客に対する
11 4 0号 9 5貢 取引委託契約の 不正 な勧誘行為につ き1 不法
⑤1静岡地裁昭和6 1･ 1･2 7判時
11 8 7号 10 3貢
2札幌地判昭和5 9･5 ･ 2 4判時
11 3 7号 13 5貢
3福岡地判昭和5 8･ 4･ 2 6判時
1 0 8 8号 137貫
4神戸地判昭 58 ･5 ･ 1 3判夕
5 0 3号 11 7頁
5名古屋地裁平成元 ･ 8 ･ 15判
･ 時13 4 5号 1 06頁など
行為の成立が認容された｡
⑥最高裁昭 5 5･6 ･ 5 判時 9ウ8 号 不動産取引契約 宅地建物取引業者には森林法 による保安林
4 3貢 4)
⑦大阪高裁昭5 8･7 1 9 判時 1 0 9
指定の有無につ いて所轄機関に照会 して調査
をす べ き注意義務がある も の と解し, 右義務
を怠 っ た ことを理由とす る不法行為責任を認
めた｡
｢本件建築規制の 説明義務は ､ 本件土地売
号5 9貢 5) 貴に附随する売主の当然の 義務であり､ そ の
説明義務を尽く さず , また開発工事に着手す
る協申義務に違反したと して契約解除を認め
‾た｡ 仲介人Y2 につ い ては､ 本件建築規制の説
明義務を尽くさなか っ た ことは ､ 宅建業法 35
粂1項に違反するもの で ある+ と して ､ 宅建
業者の不法行為責任を羅冷たo
4) 本件は ､ 森林法の規定の存在により､ 取引上実際に原始的不能であるから, 契約締結上の過失責任を肯定
す べ きであろう｡
5) 本件では, 建築規制の説明義務は, 本件土地売買の 附随義務である ｡ 宅建業者が本件建築規制の説明義務
を尽くさなか っ た こ とは , 宅建業法35条 1頓に違反する もの であり ､ 債務不履行責任を認める ぺきである o
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図Ⅱ 債務不履行責任 ､ 契約締結上の過失責任 , 錯誤無効に基づき損害賠償を認めた判例
判 例 契約類型 琴 由
契約責任
(債務不履行)
⑧東京高判昭5 213 ･ 3 1判時 8 5 8不動産取引 宅建業法の規定による重要事
号6 9貢 項 (判例⑧の 抵当権が設定され
⑨東京高判昭 5 3･ 12･ 11 判時 たこ と ､ 判例⑬, ⑫ の建築規制
9 2 1号 9 4貢 6) がある こ と, 判例⑫の指導要綱
⑳東京高判平 2 ･ 1･ 2 5金判 8 4 5 が存在する こ と) を説明 しなか
号 1 9頁 っ たため , 契約上の付随義務の
⑫東京地判平9･ 1 ･28判時1 6 1 9 違反 として , 宅建業者の契約上
号 9 3貢
⑫東京地八王子支判昭 5 417 ･ 2 6
判時 9 47号 7 4貢
⑬束京高判平 11･ 9 ･8 判夕 1 0 4 6
号 17 5■貢
の債務不履行を認めた.
⑯大阪地裁昭 6 2･ 1･ 2 9金融 . 商 先物取引契約
投資信託契約
銀行 は､ ロ ー ン の ｢仕組､ 市
事判例 7 6号 19貢
⑬大阪地裁平成 7･ 6 ･ 1 3 判夕
場金利, 相場性, 為替相場の変
動に よる危険性, そ の 対処策と
して先物予約を併用する方法の
ある ことな ど十分説明してそ の
理解を得る べ き信義則上 の 義務
を負担する とい う べ きで ある+
として ､ 銀行の 説明義務違反に
よる債務不履行責任を認めた｡
株式投資信託の 受益証券購入
8 9 0号 1 7 2貢 ■ の勧誘につ き説明義務違反の 違
接が ある として観音賠償請求の
一 部 を認容 した｡
契約締結上の過失
⑩東京地判昭 3 4･ 6 ･2 2 下民集 不動産取引 地主の 東認 ･ 知事 の許可が得
1 0巻 6号 3 18頁 られ.る見込みがな
い ため､ 契約
責任 ⑰福岡高判昭4 7･ 1 ･ 17判時 6 7 1
号 4 9貢
締結上の 過失責任を認めたo
錯散無効 ･ 公序良俗
違反を.
こよる無効
⑩東京高裁平成 6 ･ 7 ･ 1 8 判時 土地売果実約 第 一 種住居専用地域の 土地建
1 5 8 7号 1 9貢 物を ､ 建蔽率 ､ 容積率の異なる
住居地域の もの との 説明を信 じ
て購入 した場合に錯誤無効が認
め られた . 宅地建物取引業者に
不法行為であるとして損害賠償
責任を認めた｡
⑩最 - 判昭 61･ 5 ･2 9判時 1 1 9 6先物取引契約 商品取引の 経験のない顧客に
号 102貢 7) 対する先物取引の勧誘の実態が
不公正 な方法によるも の で , 公
序良俗に反 し､ 無効と認めた｡
⑳東京地裁平成 6 ･ 5･ 3 0 判時 変額保険契約 本件は ､ 錯誤無効と不法行為
1 4 9 3号 49頁 の両方が主張され , 保険契約者
の請求が認容されたo
6) 本件は, 宅建業者の 顧客 を誤解させ る表示 ･ 勧 掛 こより､ 不法行為を構成する こ とを肯定す べ きであるo
7) 本件壮､ 不公正な勧誘として不法行為に基づく捜審賠償責任を認容す べ きで あろう ｡
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以上の 裁判例を概観す る と､ 次の ような傾向が見られる ｡
変額保険に関する裁判例 に つ いて は ､ 生命保険会社の 責任が肯定された場合 ､ 保険契約や融
資契約が錯誤 によ り無効とされる例 (⑳東京地裁平成 6 ･ 5 ･30判時1493号 49頁) もあるが､
不法行為に基づく損害賠償請求が認められる例(③の 大阪地裁平成 6 ･ 7 I 8金融法務事情 1397
号 48貢 ､ 東京地判平 5 ･ 6 ･30金法 1377号32貢 ､ 東京高判平 8 ･ 1 ･30金融 ･ 商事判例 995号
21頁などで ある) が多 い ｡
先物取引に関する裁判例 につ い ては ､ 先物取引の 知識･ 経験 の ない顧客に対す る取引委託契約
の 勧誘行為に つ き､ 不法行為の成立が認容 された例 (④大阪地裁昭和 59･ 6 ･22判時1
■
140号95
貢, ⑤の 秋田地判昭和61･ 9 ･ 24判時1216号119頁 ､ 静岡地裁昭和 61･ 1 ･ 27判時1187号103
頁 ､ 札幌地判昭和59･ 5 ･ 24判時1137号135頁 , 福岡地判昭和58･ 4 ･26判時1088号137貢 ､
神戸地判昭58･ 5 ･13判夕503号117京, 名古屋地裁平成元 ･ 8 ･15判時1345号106頁) が多く
見 られたが ､先物取引の勧誘の実態が不公正 な方法によ るもので ､ 委託契約が公序良俗 に反 し､
無効 とした事例 (⑩最 - 判昭61･ 5 ･29判時1196号 102頁) や､ 銀行の 説明義務違反による債
務不履行責任を認めた事例 (⑭大阪地判昭62･ 1 ･29金融 ･ 商事判例 76号19頁) もある ｡
不動産売買契約 につ い て は､ 宅建業者の説明告知義務違反を肯定 した裁判例において ､ 不法
行為 (⑥最高裁昭和 55･ 6 ･ 5判時978号43貢 ､ ⑦大阪高裁昭和 58･ 7 ･19判時1099号59貢な
ど)､ 錯誤無効 (⑱東京高裁平成6 ･ 7 ･18判時1587号19真)､ あるいは､ 契約締結上の 過失責
任 を認めた事例 (⑮東京地判昭和34･ 6 ･22下民集10巻6号318貢､ ⑯福岡高判昭和47･ 1 ･17
判時671号 49頁など) もあるが , 多くは債務不履行に基づく損害賠償請求を認めて いる ｡ ⑧東
京高判昭和 52･ 3 ･31判時858号 69頁, ⑨東京高判昭和53･12･11判時921号94貢､ ⑩東京高
判平成2 ･ 1 ･ 25金判 845号19頁､ ⑫東京地判平成9 ･ 卜28判時1619号93頁 ､ ⑫東京地八王
子支判昭和 54･ 7 ･26判時 947号 74貢､ ⑬東京高判平 11･ 9 ･ 8判夕1046号 175貢 (不動産売
買契約) などで ある ｡
ただ し､ 痛報提供義務 (説明義務) 違反の 責任につ い て は､ 契約責任 (債務不履行) か , 不
法行為責任か ､ あるいは ､ 契約締結上の過央責任か ､ 錯誤無効かなどの判断基準を明確に論述
する裁判例は乏 しいよう に感じられる ｡
不実告知 ･ 不告知の 民事責任の構成
不法行為とは ､ 違法な行為により, 他人に損害を与えた場合､ 加害者にその損害を填補させ
る制度で ある ｡ 不法行為責任で は､ 加害者の違法行為､ 有責行為が問題 になる ｡
契約債務不履行において は､ 当事者間に契約債権関係が存在して い る こ とがその 前提である ｡
契約責任では ､ 契約債務 とそ の履行過程で契約当事者のなす ぺ き行為が問題 になる ｡
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契約締結上の 過失は ､ 契約の 準備 ･ 成立過程 において そ の交渉 当事者の 一 方の有責行為 によ っ
て相手方に損害が発生した場合 ､ 信義則に基づき契約責任 と同様の法的保護 を認める法理で あ
る ｡ 日本の裁判例で は､
<
契約準備交渉段階に と どまっ てい る場合 に こ の責任を認めるもの が多
く見 られ る ｡
平成12年に制定された消費者契約法に規定された前記不実告知 ､ 不告知に関する規定(4条
1項1号 ､ 2項) と同法制定に至 るまで の 以上の判例の 動向と法理 を踏まえて ､ 以下のように
考 える｡
事業者が消費者に対して 当該消費者契約 に関する ｢重要事項+ に つ いて ､ 情報 を提供せず(不
告知), または ､ 虚偽の 情報 を提供する (不実告知) 場合, 消費者は同法の定め る契約取消権 を
行使しうる だけでなく, 事業者 には情報提供義務違反もまた認められ ､ その 損害賠償責任は :
1 ､ 虚偽の告知 (不実告知) や不正 な勧誘に より誤解を生じさせた場合は ､ 詐欺が認定できな
い として も､ 不法行為を構成す る こ とが肯定 され､ 損害賠償責任が認められる｡ その理由 :
ァ ､ 判例① ､ ③, ④な どの よう に , 取引 の 知識 ･ 経験がな い顧客に対 して , 重要事項 につ
いて虚偽の 告知 ･ 表示 , ある い は ､ 収益性 ･ 有利性の み を強調 し､ 取引の 危険性 につ い て
説明せず､ 利益性がある との誤解を生じさせる表示をする ことは､ 勧誘行為として極めて
悪質で あり ､ 詐欺性がある と考えられる こ と ｡ イ ､ 虚偽の 告知や不当な勧誘方針により､
相手方の権利を侵害する こ と｡ r 例 を挙げれば､ 判例①で は, 投資者の冷静な判断権が , 判
例②で は､ ゴル フ会員の ゴルフ場施設 の 優先利用 に対する 期待権が侵害されたとい える .
2､ 法律規定 , または､ 契約内容 ･ 取引慣習に より ､ 事業者は説明義務 を負うと考えられ､ 説明
を尽くさなか っ た ことあるい は充分な説 明をしなかっ たこ とに より､ 契約が有効に成立 し
た場合は, 契約締結過程における事業者 の 情報提供義務違反として ､ 債務不履行責任 に基
づく損害賠償請求が認容される ｡ そ の 理由 :
ァ , 契約が有効に成立 した場合 ､ 発生 したトラブル は､ 契約上の債務不履行責任 と して ､
取扱うべ きで ある こ と｡ イ ､ 法律規定 ある いは契約内容 ･ 取引慣習によ り負わなければな
らない説明義務 は､ 契約上 の債務の 一 部あるい は契約上の付随義務と考えられる こ と. 例
えば ｢宅地建物取 引業法+､ ｢金融商品販売などに関す る法律+ の規定に より事業者には重
要事項に つ いて の説明義務が課され る . これは､ 不動産売買契約､ 金融商品販売をす る と
き､ 事業者が尽くさなければな らない義務で ある ｡ これに違反するとき､ 契約上の債務不
履行責任 を認める べ きで ある｡ 不動産取 引に関する判例⑧､ ⑩､ ⑫ と金融商品取引 に関す
る判例⑭等がそ の例である B ウ､ 事業者に法律規定な どに より説明義務がある場合に､ こ
れを怠っ たときは､ 事業者につ いて 問題 とされるの は､ 契約上の債務 (説明義務) を履行
しなか っ た ことで ある ｡ 事業者が契約締結に際して虚偽の告知 ･ 不正 な勧誘をなす場合､
追及される べ きなの は ､ 事業者の期間行為で あろう｡
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3 ､ 法律規定 ･ 法令または行政規制などが存在す るため, 契約が有効に成立 しえない (原始的不
能) の に ､ そ れを告知しなか っ たため､ 消費者が契約を締結して損害を被っ たときは､ 契
約締結上の 過失責任 と して ､ 損害賠償責任 を認めた旺うが妥当で はないか と考えられる ｡
判例⑮の場合がそ うで ある ｡ そ の理由は, 契約が有効に成立しない場合､ 契約上 の債務不
履行責任 を認めるの は適当で はない し, 不法行為を構成しない場合は､ 被害者を救済する
ため ､ 契約締結準備段階の 契約締結上の過失責任を肯定したほうがよい と考え られるため
で ある ｡
第二節 中国における不実告知 ･ 不告知と民法上の詐欺の関係
本節では､ 不実告知､ 不告知に つ いて ､ い かなる場合に民法上の詐欺を構成するか､ あるい
は､ 情報提供義務違反に該当するか を主に中国法 につ いて 明らか にしたい ｡
民法と契約法による規定
(1) 詐欺･ 強迫による契約の効果
1986年 ｢民法通則+ 第58条1項 3号 8)と1993年旧 ｢経済契約法+ 第7粂1項 2号 ､ 1985年
旧 ｢障害経済契約法+ 第10条 ､ 旧 ｢技術契約法+ 第 21条1項4号 には､ それぞれ ｢詐欺 ･ 強
迫に よる契約は無効+ と定めて い る ｡
無効とは､ 最初から無効である ことをい う｡ 当事者は無論 ､ 裁判所もその 職権に基づき
認定する こ とができる｡ つ まり､ 当事者が主張 しなくて も ､ 裁判所が自ら認定を行うこ とがで
きる ｡
これらの 規定は, 当時の 中国の 実情を考慮して制定されたもの で ある ｡ 中国は社会主義国家
で あり､ 多くの企業は国有企業で あり､ 企業が自らの 管理 または民主的な監督 をまだ完全に実
施できない状況で あるため､ 国家及び企業の利益が損害を受けた場合 に ､ 救済方法を講じるこ
とが必要で ある と思われる o
新契約法を起草する過程 において ､ 詐欺 ･ 強迫の効果の 問題につ いて議論されるようにな っ
た ｡ 建議草案 (19 95年 1月) は､ 債権者の意思を尊重する立場から､ 詐欺 , 強迫の効果 を取消と
したが ､ 策二 次草案 (1995年1 0月) で は無効にもどっ た ｡ 第三次草案 (1996年6月) は再び取消と
8) 中国｢民法通則+ 第 58条3号は, 一 方当事者が , 詐欺 ･ 強迫または相手方の 弱 訓 こ付けこみ , 真意に反し
て行わせた民事行為は無効とすると規定されて い る ｡
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したが , 第四次草案 (19 97年 5月) はもう - 度無効に した｡ 公式草案では ､ 従来通り無効原因と
して位置づ けられ た｡
詐欺 ･ 強迫を無効事 由と して規定す べ きで ある と主張する 主な理由は ､ 現代民法通則の規定
にある こ と ､ 無効事由 と して定めた方が詐欺 ･ 強迫を受 けた 一 方 に有利に働くこ とにある o ア
法政策上の理由に基づい て ､ お よそ契約の効力に影響す る原因が直接社会公共の利益を侵害す
るもの である場合は ､ 契約を無効とす べ きで ある｡ これは､ 社会公共の 利益を保護す るためで
ある ｡ これに対 し, 契約 の 効力に影響する原因が当事者 の私益 を侵害す るもので ある場合は ､
契約を取り消 しう べ きもの と し､ 法律は､ 被害当事者に取消権 を付与 して ､ 契約の有効無効を
当該被害者の 取消 を行使す るか否かの 決定 に委ねれば足りる ｡ イ 法律上 い わゆる無効とは ､
はじめか ら当然に絶対的 に無効で あり , 有効に変わ るい か なる可能性 も排除したもの をい う｡
詐欺 ･ 強迫を無効事由 とす る こ とは､ 詐欺 ･ 強迫に より締結された契約 を初めか ら当然に絶対
的に効力を発生させない もの にする こ とを意味するもので あ っ て ､ 詐欺 ･ 強迫 を受 けた 一 方当
事者が当該契約に基づき利益を得た場合, これ を保護す る こ とがで きなくなる ｡ 取消しう べ き
事由として規定すれば､ 当該契約は当然に無効とな らず､ 種々 の 理由から契約 を維持 したい と
考 える詐欺 ･ 強迫を受 けた 一 方当事者に契約によ り獲得 した利益を保持 させ る こ とがで きる ｡
したが っ て ､ 詐欺 ･ 強迫を無効事由と して規定する こ とは､ 被害当事者 に とっ てか えっ て不利
で あるo ウ 契約の無効事 由は, 客観性があっ て ､ その 存否 に対す る裁判所または仲裁庁の 判
断を容易にする ようなもの で なけれ ばならない ｡ 例えば, 契約の 違法 ､ 指令された契約の違反 ､
社会公共利益の 違反 ､ 双方の悪意の結託 による第三者の利益 の侵害な どの 場合､ 裁判所または
仲裁庁は､ 契約の 内容および客観的事情に基づき判断する ことがで きる o これ に対し､ 詐欺 ･
強迫は､ 任意でない意思表示であり､ 詐欺 ･ 強迫があ っ たか否かは 当事者 しか知らず､ 詐欺 ･
強迫を受けた当事者が主張 しな い限り ､ 裁判所または仲裁庁 は ､ 契約の内容または客観的事情
から詐欺 ･ 強迫の 存否を判 断する こ とがで きない 9)｡
これに対 して ､ 統 一 契約法 (1 999年) は､ ｢当事者 一 方が詐欺 ･ 強迫に より契約を締結し､ 国
家の 利益を害する+ 場合に は､ 当該契約 を無効と し (第54条 1号 川))､ それ以外の場合には､
債権者は契約の改定または取り消 しを請求する権利を有する (第 54条2号 Il)) と規定されて
いる ｡
9) 王勝明 ･ 張膏拳 ｢中国契約法の 開設 - 2+ 国際商事法務27巻 7号 (1 9 9 9年) 7 9 7貢, 梁慧最 (久田真吾 .
金光旭訳)｢中国統 一 契約法の 起草 (下)+ 国際商事法務 2 6巻 2号 (1 9 9 8年)｡
10) 中国統一 ｢契約法+ 第5 2条 1号は , 一 方当事者が , も詐欺 ･ 強迫の手段を用い ､ 国家 の利益に捜害をも
たらす契約を無効とする と規定して いる ｡
l l) 中国統 一 ｢契釣法+ 第5 4条 2 号は ､ 一 方当事者が詐欺 ･ 強迫 の手段あるい は他人の危急につ け込み ､ 相
手方の 真実の意思に反して契約を締結した場合は, 換害を被 っ た 一 方当事者は ､ 人民法院または仲裁機構
に対し､ 変更または取り消し請求をする権利を有する と規定されて い る｡
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(2) 契約締結上 の 過失責任
契約締結上 の過失責任につ い て は ､ 過去 の三 部契約法は いずれも規定しなか っ た｡ 初めて こ
の 理論が言及されたの は ､ 新契約法建議草案で ある ｡ 建議草案は , 第2章第4節 ｢契約締結上
の 過失責任+ を設け､ 次の ように規定して いる ｡ ｢当事者は ､ 契約を締結するため協議する過程
に 釦 1て ､ 相互 に協力､ 保護 ､ 通知する義務そ の他の 信義誠実の 原則及び取引慣行 に基づき要
求される義務 を負う+ (第29条1項)､ ｢当事者が前項に定める義務に違反 し相手方に疲害を与
えた場合 は､ 損害賠償責任を負わなければならない+ (第29条2項)｡
統 一 ｢契約法+ は こ の制度を残 したが､ そ の 内容に つ い て修正を加えたo 統 一 ｢契約紘+ 第
42条 は, 次の通りである ｡ ｢当事者が契約 を締結する過程におい て ､ 以下に規定する状況の 一
つ があり ､ 相手方が損害を被 っ た場合 ､ 損害賠償責任 を負わなければならない ｡ ア 契約を締
結 しよう と装い ､ 悪意をも っ て交渉を進めた場合､ イ 故意 に契約の締結 と関係のある重要な
事実を隠し､ または虚偽の 情報 を提供した場合, り そ の他 の信義誠実の 原則 に違反する行為
がある場合+｡ その他 ､ 契約締結において当事者は, 相手方の 商業上の秘密を保持する義務を負
う ｡ つ まり ､ 交渉から得た内部情報が商業上の秘密で ある場合 ､ 契約の成否にか かわらず､ 不
正 に使用 し､ または広めてはならない ｡ またそれ により相手方に損害を与えた場合 ､ 損害賠償
責任 を負わなければならない (第43条)0
(3) 契約法 による詐欺以外の 契約の 取消の 規定
取り消しう べ き契約に関して は ､ 新契約法建議草案第 3稿策3章第39条は､ 詐欺 ･ 強
迫以外に , 重大な錯誤があっ た場合 ､ ある いは 一 方の 当事者が自己の有利な地位また は相手方
の 経験不足を利用 した結果 , 双方の権利義務が明らかに公平を失う こととなっ た 場合､ 他方の
当事者が取り消す ことがで きる ｡ その他 ､ 第51条は ､ ｢契約の当事者の 一 方または双方が第三
者の圧力または不当な影響を受けて契約を締結 した場合､ 不当な影響を受 けた 一 方または双方
の当事者 は取消を請求する こ とがで きる+ と規定 して い る ｡
統 一 ｢契約法+ 第 54粂1項は､ 第3稿第39条の ト 方の 当事者が自己 の優勢または相手方
の経験不足を利用 した結果+ という要件と第51条の ｢不当な影響+ という条文が削除され ､ ｢民
法通則+ 第59粂の規定をそ の まま継続 し ､ 次の よう に規定 して い る｡ 重大な錯敵 により締結さ
れた契約または明らかに公平 を欠く契約 につ いて は､ 当事者の 一 方は､ 変更 または取り消しを
請求する権利を有する o
こ こで指摘して おかね ばならないの は, 著しく公平を失する という状況は､ 契約締結時に既
に現れて い たから,､ 通常の 商業上 の危険とは異なる というこ とである ｡ 中国の 司法実務は､ 当
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事者の 一 方が法律で許された程度を超え る利益 を得 る こと ､ または著しく公平 を失する契約を
当事者の 一 方が相手方の 軽率または無経験な どに乗 じて締結させ る こ とを禁止するの が 一 般的
で ある 12)｡
最高人民法院の解釈
最高人民法院1988年1月 ｢民法通則+ の執行の貫徹にかかる若干の問題 に関する意見(試行)
の 解釈の 第68粂は ､ ｢ 一 方当事者が相手方 に対 し虚偽の状況 を故意に仮装し ､ または真実の 状
況を故意に隠して相手方当事者を誘導 し ､ 錯誤の意思表示をさ せた場合は, 詐欺行為である と
認定する ことがで きる+ と定められて い る ｡
行政法規
国家工商行政管理局は , 1996年3月消費者権益保護法の 関係規定に基づき､ ｢消費者詐欺行
為処罰弁法+ を制定 した o そ の第2条は､ 消費者詐欺行為とは, 経営者が商品畠たはサ - ビス
を提供する際に , 虚偽その他 の不正 手段を用い て消費者を欺岡し､ または誤導して , 消費者の
適法な権益 に損害を受 けさ せる行為をいうと規定して いる ｡ 第 3条によ る消費者詐欺行為は以
下の通りで ある ｡ ア 雑物または偽物 を交えたもの を販売し､ 偽物を真実の物と偽り､ 不良品
を良好な商品で ある と偽っ たとき､ イ ｢処理品+､ ｢不良品+ または ｢等外品+ 等の 商品を販
売するの に正 品で ある と偽 っ た とき､ エ 虚偽の ｢在庫処理価格+､ ｢特売価格+､ ｢最低価格+
そ の他の欺同性価格に より販売商品を表示 した とき､ オ 虚偽の商品説明 ､ 商品標準または実
物サ ンプル等の方式により商品を販売 したとき､ カ 自己の真実の 名称及び標識によらな い で
商品を販売 したとき､ キ 他人を雇用するな どの 方式を採用して欺同性の販売誘導をした とき､
ク 虚偽の現場実演及び説明をしたとき､ ケ ラジオ ､ テ レビ ､ 映画及び刊行物などの大衆伝
達媒介手段を利用 して 商品 に関して虚偽の 宣伝をした とき, コ 消費者の前払 い金 を編取 した
とき ､ シ 虚偽の ｢懸賞金付販売+ または ｢元本返済販売+ な どの方式 により商品を販売 した
とき ､ セ その 他の虚偽または不正 な方法 により消費者を欺岡する行為とみ られてい る ｡
以上の規定からみればわかる ように ､ 中国法は､ 不実告知 ･ 不告知は独自の存在を有 して お
らず､ 民法上の詐欺 と同視されて い る ｡
12) 胡康生主編 ｢中華人民共和国契約按解釈+ 9 8貢 (19 9 9年 4 月)
46
